
過去に発生した食品に関わる事例

基本要綱の
対象となる
緊急事態等

原 因 被害状況 発生年度 概　　要 その他

② 不　明

　　患者数 ５９名
　（うち死者 １７名）
　
　※平成１６年
　１１月１８日現在

平成１６年

　　 平成16年9月から、東北・北陸地方を中心に急性
　脳症事例が多発し、死亡例も発生している。

　　 多くの症例の特徴として、既往に腎機能障害と
　スギヒラタケの摂食が挙げられているが、原因は
　未だ不明である。

　 ・東北北陸等での急性脳症多発事例

　　 厚生労働省は、原因として感染症、中毒等
　が疑われたため、専門家を派遣し、現地調査
　を実施。また、スギヒラタケの摂取を見合わせ
　るよう注意喚起するよう都道府県に通知。
 　　更に、専門家による急性脳症多発事例にか
　かる研究班会議を開催。
　　多角的なアプローチによる研究が進められ
　ているが、まだ決定的なことはわかっていない。

 ③ ダイオキシン類
健康被害
報告なし

平成９～
　　１１年頃

　　ダイオキシン類がヒトの健康に重大な影響を及ぼ
　すことは、80年代から世界的に問題となってきた。
　　WHO/EURO（欧州地域事務局）は90年に、TDI
　（TolerableDaily Intake、耐容一日摂取量）として、
　10pg/kg bw/dayを公表し、世界的に多大なる影響
　を与え、各国での規制値設定を促した。

　　96年には、我が国でも厚生省が当面のTDIとして
　10pg/kg bw/dayを、環境庁が健康リスク評価指針
　値として５pg/kg bw/dayを公表した。

　　その後、97年に国際がん研究機構（IARC）が、
　ダイオキシン類をGroup１（ヒト発がん物質）とした。
　　98年5月にWHO/IPCSにより開催された「TDI再評
　価会議」の結果、TDIがWHO-TEFを用いて、1-4pg
　 TEQ/kgbw/dayとなった。

　　また、特定の地域の野菜がダイオキシン汚染を
　受けているという情報がクローズアップされた。

　　 政府の取り組みとしては、ダイオキシン類
　対策関係閣僚会議が設置され、平成11年3月
　にダイオキシン対策推進基本指針が策定され、
　その後、平成11年7月に議員立法によりダイ
　オキシン類対策特別措置法が成立した。

　（事例）
　　 1976年イタリア北部の都市セベソにある農薬
　工場で爆発事故が起こりダイオキシンの飛散が
　あった。この地域では家畜などの大量死が報告
　され、汚染地域から住民の退去が行われた。
　　 1999年大阪府能勢町にある清掃工場周辺
　から高濃度のダイオキシン類が検出され、職員
　の血中ダイオキシン類濃度の測定が労働省に
　おいて行われ、高値を示す結果があったものの
　健康被害の報告はされなかった。
　　 なお本調査は継続されている。
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